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このたび， 大学院制度検討委員会から 「京都 大
学通則 改正案」 ， 「京都 大学学位規程改正案」 およ
び「京都 大学大学院の管理運営に関する規程案」
の3規程案の答 申があり， あわせ て 「京都 大学大
学院に関する諸規程の改正 について（説明）」 が参
考資料 として提 出されました。 ここにその全文 を
掲載します。 なお， これらの規程は， 大学院審議
会の審議を経て去る6 月 8日の評 議会において審
議・可 決されたものであります。
本学大学院制度の当面の改革 については， 昭 和
50年 3月31日に， 大学院制度検討委員会から「大
学院制度の改革 について（答申）」 （広報ぬ109)




今回の規程改正 に当っては， 広く学内の意見 を
徴して策 定された「大学院制度の改革 について（答
申）」 が基礎的な方針になって おります。 委員会













昭 和 51年 6 月9日
京都 大学総長 岡本 道雄
昭 和 5 1年 5 丹31日
京都 大学総長
岡 本 道 雄 殿
大学院制度検討委員会
委員長 平 場 安 治
京都大学大学院に関する諸規程
の 改正について （答 申 ）
本委員会は， 昭 和 50年 3月31日付本委員会から
答 申いたしました 「大学院制度の改革について」
（答 申） の魁旨を実現するため， 委嘱をうけ， 関
係 する学内規程の改正 ・整備の作業を続 けてまい
りましたが， このたび， 「京都 大学通則 改正案」 ，
「京都 大学学位規程改正案」 および 「京都 大学大
学院の管理運営に関する規程案」 を作成するに至
りましたので， これらに関 する 本委員会 の 説明
（「京都 大学大学院に関する諸規程の改正 に つい
て」 （説明））を添えて， 答 申いたします。





京 都 大 学 通 則
（第 1:I,'-i:， 第 2章は現行の まま）
第3章 大学院
第30条 大学院に次表 上欄に掲げる 研究科 を置
き， 研究科 にそれぞれ同表 下欄に掲げる専攻を
置く。
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文 学 研 究 科 哲学専攻， 宗教学専攻， 心理学










法 学 研 究 科 基礎法学専攻， 公 法専攻， 民刑
事法専攻， 政治学専攻
経 済学研究科 理論経済学・経 済史学専攻， 経
済政策 学専攻， 経 営学専攻






医 学 研 究 科 生理系専攻， 病理系専攻， 社会
医学系専攻， 内科系専攻， 外科
系専攻
薬 学 研 究 科 薬学専攻， 製薬化学専攻












民学研 究科 農学専攻， 林学専攻， i�芸化学
専攻， 良林生物学専攻， 民業工




2 博士課程の修業 年 限 は， 5 年 とする。 ただ
し， 医学研究科の博士課程の修業年限 は， 4年
とする。
3 博士課程（医学研究科の 博士課程を除く。）
は， 前期2年 の課程及び後期3年 の課程に区分
し， 前期2年 の課程は， これを修士課程として
取 り扱 う。
4 本通則 におい て， 前期2年 及び後期3年 の課
程は， それぞれ 「修士課程」 及び 「博士後期課
程」 とL、う。
第32条 修士課程に入学することのできる者は，
次の各号のーに 該当する資格 を 有する者と す
る。
( 1) 大学を卒業した者
(2) 外国におい て， 学校教育における16年 の課
程を修了した者
(3) 文部大臣の指定した者
(4 ) 本学におい て， 大学を卒業した者と同等以
上の学力があると認めた者
2 博士後期課程に入学することのできる者は，
次の各号のーに 該当する資格 を 有する者と す
る。
(1) 修士の学位を有する者
(2) 外国におい て， 本学大学院の修士課程に相
当する課程を修了した者







第33条 入学志望者に対 しては， 試験を行う。
2 試験は， 当該研究科の定めるところによる。





する者は， 欠員のある場 合に限 り， 当 該研究科
の定めるところにより， 許可 することがある。
2 同一 研究科内における転専攻につい ては， 手当
該 研究科の定めるところによる。
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第36条 除籍せ られた者が再 入学を願い出たとき
は， 除籍せ られた日 から 3年 以内に限 り， 研究
科長の申請により評 議会の議を経 て， 総長が許
可 することがある。
第37条 入学志望者は， 所定の期日 までに， 願書
を研究科長あてに提 出しなければならない。









































了に必要な 研究指導の一部と する ことが でき
る。
第42条 疾病その他の事故により， 3月 以上修学
を中止 しようとするときは， 研究科長の許可 を
得て， 休学することができる。
2 疾病のため， 修学が不 適当と認められる者に
対 しては， 研究科長は， 総長の許可 を得て， 休
学を命ずることができる。
3 休学は， 修士， 博士後期の各課程及び医学研
究科の博士課程において， それぞれ通算3年 を
超えることができなし、。 ただし， 医学研究科の
博士課程に おいては， 特別の 事情ある 者に対







う修士論文 の審査 及び試験に合格 することとす
る。
2 在学年限 は， 4年 を超えることができない。
第45条 博士後JDJ課程の修了の要件は， 同課程に









上修得し， かつ， 医学研究科の行う博士論文 の
審査 及び試験に合格することとする。
4 在学年限 は， 博士後JV］課程 に おいては6 年
を， 医学研究科の博士謀れにおいては 8年 を超
えることができない。
第46条 授 業料は， 年額 を次の2期に分けて， ffr
定のj明円に納めなければならない。
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第1期 4 月から9 月まで 年 額の2分の1に
相当する額
第2 期 10月から3 月まで 年 額の2分の1に
相当する額
第47条 休学中は， 授業料 を免除する。
2 前項 の場合における授業料 の月割額は， 年 額
の12分の1�·こ相当する額とする。
第48条 第4 条， 第10条ないし第13条， 第17条第
4項 及び第5項 ， 第18条， 第四 条， 第23条第2
項 及び第3項 ， 第25条ないし第29 条の規定は，
大学院 学生の場合に準用 する。 この場合におい
て， 第4 条第2項 中「当該 学部」 と ある のは
「 当該研究科」 と， 第四 条 中 「 学部長」 とある
のは 「研究科長」 と， それぞれ読み替えるもの
とする。
第 4 章 学位
第49条 修士課程を修了した者には， 次の区別に
従い， 学位を授与する。
文 学研 究 科 京都 大学文 学修 士
教育学研究科 京都 大学教育学修士
法 学研 究 科 京都 大学 法学修 士
経済学研究科 京都 大学経済学修士
理 学 研 究 科 京都 大学 理学修 士
薬 学研 究 科 京都 大学 薬学修 士
工 学研 究 科 京都 大学 工学修 士




文 学研 究 科 京都 大学文 学 博 士
教育学研究科 京都 大学教育 学博士
法 学研 究 科 京都 大学 法学 博 士
経済学研究科 京都 大学経済学博士
理 学研 究 科 京都 大学 理学 博 士
医 学研 究 科 京 都 大学 医学 博 士
薬 学研 究 科 京都 大学 薬学 博 士
工 学研 究 科 京 都 大学 工学 博 士
J;n学研 究 科 京都 大学 位学 博 士
第引条 前条に規定するもののほか， 別に定める
ところにより博士の学位の授与を申請して， 博
士論文 の審査及び試験に合 格し， かつ， 学識の
確認を 経た者にも， 前条と同様 の区別に従い，
学f立を授与する。






2 外国学生で学部又は大学院 の課程を修 了した
者には， 当該学部又は研究科の定めるところに
より学士試験合格証書又は学位を授与する・。
第53条 公 の機関 又は団体等 から， その所属の職



























3 特 別聴講学 生 として 聴講した 科目に ついて
は， 試験のうえ， 単位を与える。
第56条 委託生 又は聴講生として入学を志望する
者は， 願書に添えて検定料 を所定の期日 に 納め
なければならない。
2 委託生又は聴講生として入学 を許可せ られた
- 4一
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者は， 入学料を所定の期日 に納めなければなら
ない 。 特 別聴講学生又は特 別研究学生として入
学を許可せられた者は， 入学料の納付を要しな
し、。
3 委託生， 聴講生 及び特別聴、講学生の 授 業料
は， 学修又は聴講科目の単位数に応じて， 特 別
研究学生の授 業料は， 研究指導を受ける期間の
月数に応じて， それぞれ所定の期日 に納めなけ
ればならない 。 ただし， 国立大学の大学院の学
生である特 別聴講学生及び特 別研究学生は， 授
業料の納付を要しない 。
4 受理した検定料， 入学料及び授 業料は， 返還
しない 。
5 入学料， 授 業料を納めない ときは， 入学又は
聴講若しくは研究指導を受けることの許可を取
り消す。
第57条 第 4 条， 第6 条， 第 8 条ない し第20 条，
第22条ない し第29 条の規定は， 学部の外国学生
に準用する。
2 第 4 条， 第10 条ない し第1 3 条， 第17条第 4:I}'{ 
及び第 5 項ない し第19 条， 第2 3 条第2項及び第
3 項， 第25条ない し第29 条， 第 3 3 条， 第 3 5条な
い し第47条， 第48条後段， 第49 条， 第50 条の規
定は， 大学院の外国学生に準用する。
3 第11条， 第16 条， 第18条ない し第20 条， 第25
条ない し第28条の規定は， 学部の委託生及び聴
講生に準用する。
4 第11条， 第16 条， 第四条ない し第20 条， 第25
条ない し第28条， 第 3 5条， 第 36 条， 第 39 条第l
項， 第4 3 条， 第 48条後段（第四条の場合に限
る。） の規定は， 大学院の委託生 及び隠講生に
準用する。
5 第18条， 第20 条， 第25条ない し第28条の規定
は， 学部の特 別聴講学生に準用する。
6 第18条， 第25条ない し第28条， 第4 3 条の規定
は， 大学院の特 別穂講学生及び特 別研究学生に
準用する。





第59条 第10 条第l項の検定料及び第12条第 1 項
の入学料の額 並び年第2 3 条第 1 項及び第46 条の
授 業料の年額 は， それぞれ国立の学校における
授 業料その他の費用に関する省 令 （昭和 36年文
部省令 第9 号） （以下「文 部省 令」 とい う。） 第
2 条第l瓜の規定に定める額 （改 正に伴 う経過
措 置により別段の額が 定められてい るときは，
その額 ） とする。
2 第56 条第 1 項の検定料， 同条第2項の入学料
及び同条第 3 項の授 業特の額 は， それぞれ文 部省
令第10 条の規定に某づき定められた額 とする。
附 則
1 この規程は， 昭和 51年 6 月 8 日から 施行す
る。
2 良学研究科畜産学専攻における課程は， 改正
後の第 3 1条第l 項の規定にかかわらず， 当分の
間， これを修士課程とする。
3 改正 後の第 3 8条第2羽， 第 39 条（研究指導に
関する部分に限 る。） 第 45 条第 4項の規定は，
昭和 50年 4月l I l以後修士課程に入学した者か
ら適用し， 同日前に修士課程に入学した者につ
いては， なお従前の例による。




京都 大 学 学位規 程
第 1 条 本学におい て授 与する学位の種類は， 次
のとおりとする。
文 学修 士 文 学博 士
教育学修士 教育学博 士
法 学修 士 法学博 士
経済学修士 経済学博 士
理 学修 士 理学博 士
医 学博 士
薬学修 士 薬学 博 士
工 学 修 士 工 学 博 士
農学修 士 農学博 士
第2条 本学大学院の課程の修了による学 位の授
与を受けようとする者は， 所定の学位論文 審査
願に学位論文 及び論文 目録を添えて， 当該研究
科長に提出するものとする。 ただし， 博 士の学
位の授 与を受けようとするときは， さらに履歴
書を添えなければならない 。
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第3 条 前条によらないで博士の学位の授与を申
請する者は ， 所定の学位申請書に学位論 文， 論
文目録 ， 履歴書及び学位論 文審査 手数料 を添え
て， 総長に提 出するものとする。
2 受理した学位論 文 審査手数料は ， 返還しな
ι、。
第 4 条 第2条の学位論 文審査 願及び前条の学位
申請書を 受理した ときは ， 総長 又は 研究 科長
は ， これを当該研究科会議に付託するものとす
る。
第 5 条 学位論 文（修士論 文 又は 博士論 文）は 1
編とし， 修士論 文は 1 通， 博士論 文は 3 通を提
出しなければならない。 ただし， 参考として他
の論 文を添えることができる。
2 審査 のため 必要が あるときは ， 研究科 会議
は ， 学位論 文の副本， 訳文， 模型又は 標本等 の
材料 を提 出させ ることができる。
第6 条 研究科会議は ， 研究科会議を構成する教
J受のi Iから調査 委員3 名を選定して， 論 文につ
いての調査及び試験（以下この条において「論
文の調脊等」という。） を行わせ る。
2 研究科会議で必要があると認めたときは ， 前
項の委員を増し， 又は論 文の調査等 の一部を調
査 委員以外の 本学教員に 委嘱する ことが でき
る。 また特に必要があると認めたときは ， 論 文
の調査等 の一部を他の大学の大学院 ， 又は研究
所等 の教員等 に委嘱することができる。
3 研究科会議で必要があると認めたときは ， 修
士論 文の調査 委員については ， 第 1 項の規定に
かかわらず， 2名以内を限 り， 第l 項 の教授以
外の当該研究科の教授， 助教授 又は 講師をもっ
て充てることができる。
第7条 第3 条の規定により学位を申詰した者に
ついては ， 別に， 必要な学識の確認のため， 試
問を行う。
2 試聞の方法は ， 当該研究科の定めるところ に
よる。
第 8 条 調査 委員は ， 論 文の調査 及び試験並びに
試問が終 わったときは ，学：位論 文の内容の要旨，
調査 及び試験の結果の要旨並びに試問 の成績を
研究科 会議に 文書をもって 報告する ものとす
る。 ただし 修士論 文の内容の要旨， 調査 及び
試験の結果の要旨は ， 省 略することができる。
第9 条 学位授与の議決は ， 当該研究科会議を構
成する教授の3 分の2以上が出席 して， その3
分の2以上が賛成しなければならない。
第10条 研究科会誌において， 学位を授与できる
ものと議決したときは ， 当該研究科長は ， 学位
論文及び論 文内容の要旨にその審査 及び試験の
結果の要旨並びに試問 の成績を添えて総長に報
告しなければならない。 ただし， 修士の学 位授





第11条 修士論 文の審査 及び試験は ， 在学 期間1j1
に終 わるものとする。
2 間士論 文の 審査 及び 試験並びに 学識の確認
は ， 論文受理後l 年 以内に終 わるものとする。
ただし， 当該研究科において特別の事由がある
と認めたときは ， その期聞を1年 以内に限 り延
長することができる。
第12条 総長は ， 学位を授与できると認めた者に
対 し学位r記を授与し， 学位を授与できない者に
対 しては ， その旨を本人に通知する。
第13条 学位を授与したときは ， 総長は ， 学位簿
に登録 し， 博士の学位の授与については ， これ
を文部大臣に報告するものとする。
第14条 博士の学位を授与された者は ， 学位を授
与された日 から1年 以内に 当該 学位論 文の全
文， 又はやむを得ない事由がある場合には ， そ
の内容の主要部分を印刷公表 するものとする。




せ ， かつ， その旨を公表 するものとする。
2 前条の規定に途背したときは ， 前項 の規定に
よることヵ：で・きる。
3 研究科会議及び大学院審議会において， 前各
項の議決をする場合は ， 構成員の3 分の2以上
が出席して， その4 分の3 以上が同意しなけれ
ばならない。
第16条 学位記及び学位授与関係 科類の様式は ，
月lj表 のとおりとする。
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附 則
1 この 規程は， 昭和 5 1 年 6 月 8 日から施行す
る。
2 この規程施行の際現に改正前の第6 条第 1項
の規定によ石調査 委員としてその職務を行う者




第 1 条 京都 大学に， 大学院 審議会を置く。
第 2 条 大学院 審議会は， 次の事項 を審議する。
(1) 大学院 の組織に関すること。




2 大学院 審議会は， 前項各 号に掲げる事項につ
いて審議するほか， 必要があるときは， 大学院
の組織及び 運営に 関する事項に ついて， 研究
科・部局等 相互間のあっ旋等 の調整を行う。
第3 条 大学院 審議会は， J欠の 審議員で組織 す
る。
(1) 各研究科長
(2 ） 各 学 部 長
(3 ） 教養 部 長
(4) 各研究所長
(5) 研究科ご とに， 研究科会議の構成員である
教授 各 1 名。 ただし， 第 1 号の審議員を第
2号から前号までのいずれかの審議員が兼ね
る研究科については， 2 名とする。
2 前項 第 5 号の審議員は， 研究科会議の議に基
づき， 総長が委嘱する。
3 第 l 項 第 5 号の審議員の任期は， 2年 とし，
再 任を妨げない。




第 5 条 大学院 審議会は， 審議員の半数以上が出
席 しなければ， 開会することができない。
第6 条 議長が必要と認めたときは， 審議員以外
の者に大学院 審議会への出席 を求め， �：見をき
くことがで・きる。
第7条 大学院 審議会には， 必要に応じて， 委員
会を置くことができる。
2 委員会の委員には， 審議事項 に応じて， 大学
院 審議会の議を経て， 審議員以外の者を加える
ことができる。
第 8 条 大学院 審議会の議事について必要な事項
は， 大学院 審議会が定める。
第2章 研究科長及び研究科会議
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である。
1 この規程は， 昭 和 51年 6 月 8 日 から施行する。
2 次の規程は， 廃止 する。





い研究科に あっては， その命ぜ、られる までの
問， 第9 条第2項 及び第3項 の規定にかかわら
ず， 関係 学部長の職にある者が研究科長として
その職務を行うものとする。
4 この規程施行の際現に京都 大学大学院 審議会
規程（昭 和28年 達示 第14号） 第3 条第1項 第3
号の規定に基づく大学院 審議会審議員である者








1. 京都 大学大学院 制度検討委員会は， 昭 和 50
年 3月31日 に 「大学院 制度の改革 について」 （以
下 「答申」 という） を 答申し， 評 議会の議を経
て， この「答申」 に基づいて大学院 制度の改革 を
行うという方針が 承認された。 同時に 本委員会
は， この 「答申」 の趣旨を実現するために， 学内
規程を整備することを委嘱され， 以後その作業を
行ってきたが， このたび京都 大学通則 改正案 （以
下 「通則 案」 という）， 京都 大学学位規程 改正案
（以下「学位規程案」 という） および京都 大学大
学院 の管理運営に関する規程案 （以下 「管理運営
規程案」 という）の3案 をまとめるに至った。
本委員会としては， 大学院 に関係 する諸規程を
lつに統合することをも検討したが， 次の理由か
らこの形態をとらないことにした。
すなわち， 京都 大学通則 は大学院 を含む通則 と
して存続させ るのが適当であり， また今回の改革
は， 大学院 の充実をはかるために， その管理運営
の方式 を整備することに重点があると考えたから
2. 本委員会は， さきに通則 案 と学位規程案 と
の第1次案 および「大学院 の管理運営に関する規
程作成についての方針」 の3 つを各 部局に示 して
意見を求めた。 各 部局からの意見を検討した 結
果， 通則 案 および学位規程案 については第1次案




ると考えられた。 ただ， 大学院 の学内諸機関の改
組・新設については， おおむね意見が一致してい
ると思われたので， その発足に必要な限 度で規程
を作成することとし， まず要綱 を作り， それを基
にして管理運営規程案 を作成した。
3. 今回の規程改正の方針は 「答申」 に沿って
学内規程を整備することであるが， 改正は当面必
要と思われる限 度に止 めることを原則 とした。
大学院 設置基準の制定に伴 って緊急 に改正を必
要とする事項（課程の名称、および課程修了の要件）
については， 昭 和 50年 6 月 に通則 の一部改正が行
われたが， その際 に残された事項 については， 通
則 の全面改正を行うに当って取り上げることにな
っていた。 しかし本委員会は， 元来， 大学院 に関
する諸制度の改 善について検討するための特 設的
なものであり， 「答 申」 に引き続いて， その趣旨
を実現するため， 諸規程を整備することをも委嘱
されたが， 新しい制度の下で大学院 運営の方針を
決定し， それを規程に表 わすのは， 大学院 審議会
等 の恒常的な機関が行うのが適当と考えられる。
したがって 今回の 規程 改正 は， 新制度発足に必
要な限 度で行うのを原則とし， さらに意見の調整
を必要とする等 ， 慎重な取扱 いを必要とする事項
については， 早急 に結論 を出すことなぐ， 新たに
発足する大学院 の機関の 決定に 委ねる ことと し
た。 ただ， とくに改正の必要性が明白なものにつ
いては， この原則 によらなかったものもある。
4. 大学院 の管理運営については， 従来京 都 大
学 大学院 審議会規程および京都 大学大学院 研究科
会議規程が あったが， これを1 つに すると とも
に， 新たに研究科長等 に関する規定を加え， 「大
学院の管理運営に閲する規程」 を設けることとし
た。 このように統合した理由は， 管理運営の機構
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が簡単に通覧できることが便利であると考えたか
らで－ある。
なお， 「 答申」において提案 した研究科長会議




5. 最 初に述べたように， 今回の通則 案 ， 学位
規程案 および管理運営規程案 はし、ずれも「答申」
を具体 化するものであり， その迎用に当つては，






とおりである。 なお， このほかにも条文 の順序を
変更し， また用語および表現を改めた個所も多い
が， ここでは言及しない。 また以下の条文 番号は
断りのない限 り改正案 のそれを示 すものとする。






2. （第31条第2項 ）「博士課程の修業年限 」は，
後述の第45条において在学5年未満 の者への博士
の学位授与を認めているところから， 「標準修業
年限 」とすることについても検討 した。 しかし，
これはあくまで例外的な場合であり， 所定の在学
期聞は原則 として 5年 であることを明確にする趣
旨から， あえて「標準」をつけないこととした。







4. （第33 ～35条）大学院の 入学試験， 中退者
の再 入学， 転科および転専攻に 関する 規定で あ
る。 現行通則 では 学部規定の準用に よっている
が， 学生の理解を容易， 明確にするために別条と
した。
5. （第36 条）「 答申」の趣旨を実現するため，
以下， 従来「関係 学部」または「関係 学部長」 と
あったものを， それぞれ「研究科」 または「研究
科長」に改めた。 （本説 明のIV , 4,  (1）を多照）
6. （第38条第2項 ）現行通則 第 39 条第2項 お










7. （第39 条第2項 ）学生が希望して他研究科
の科目を学修し， また他研究科において研究指導
を受けたときの単位等 の取扱 いは， 当該研究科の
定めるところによることを規定した。 現行通則 に
はこの条項 は含まれていない。










に対 し， 本条による認定に基づいて， 例えば「学
修証書」が発行されることは運用上考慮されてよ
いと考えられる。
10. （第45条）博士後期課程の修了 要件の 第2
項 として， とくに優れた業績を挙げた者について
1年 以上の在学で足りることを規定した。
11 （第49 ～ 51条）第4章を新しく 「 学 位」に
関連する事項 の章として設け， 課程を修了 した者
に修士または博士の学位が与えられること， およ
びその種 類を規定する現行通則 第40 条および第42
条をまとめてこれに移し， とくに論文 博士を課程
5臼 - 9一
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博士とは別条として規定した。
12. （現行通則 第39 条第3項 および同第41条第
3項 ）論文 の審査 期間に関する両項 の規定は， 学
位審査 の方法に関するものであるから， 学位規程
案 の第11条に移すこととし， 通則 からは除いた。
13. （第55 条）現行第4章を第5�に改め， 特
別研究学生に関する規定を加えた。 すなわち第55
条第2項 に， 他大学または外国の大学院 の博士後
期課程の学生が， 本学大学院 において特 別研究学
生として研究指導を 受ける ことが できる ものと
し， その要件および手続きを規定した。







15. 通則 の各 条文 にその内容を示 す小見出しを
付けて， 準用 の際等 の便 をはかるべきであるとの





1. （第 1条）学位規則 の改正（昭和49年文 部省
令 第29 号。 第2条第2項 別表 第 1 ）によって， 新
たに設けられた 「 学術博士」については， 今後大
学院 審議会等 において授与の当否， 基準等 が検討
されるべきである。
2. （第2条）現行規程では， 修士 および 課程
博士の学位論文 審査 願は総長あてに提 出すること
になっているが， 論文 の審査 および試験に合格す
ることを課程修了 の要件とする（通則 第44, 45条）
立 場から， 当該研究科長に提 出するように改める
のが適当と考えた。
3. （第4 条）現行規程では， 論文 審査 が 当該
研究科会議に付託されるのは自明のこととされ，
条文 化 されて いないが（第6 条 に 「研究科 会議
は， 審査 に 附された論文 に ついて……」 と ある
が， 総長が論文 の審査 を研究科会議に付託するこ
とについては条文 がない）， この点を 明記 する方
がよいと考えた。





5. （第6 条第2項 ）現行 規程では， 論文 の 調








6. （第6 条， 第 7条）従来から， 学位論文 の




7. （第6 条， 第9 条）博士の学位論文 の 調査
委員， 学位授与の議 決の資 格を教授のみに限 定す
る現行の規定については， 改正を要望する部局も
あるが， 部局によって意見が異なっているので，
本説 明のI, 3 の趣旨により， このたびは現行の
規定をそのまま存置した。 なお この点に ついて
は， 今後大学院 審議会等 において検討されること
が望ましい。




9. （第14条）学位論文 の印刷公表 については，
従来， 学位規則 （昭和 28年 文 部省 令 第9 号。 第 8
条） に依拠していたが， 学位規則 が改正され， 学
位論文 の全文 に代えてその内容を要約したものの
印制公表 によることができることになった（昭 和
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の内容の要 約， すなわち論文 の要 旨のみを別文 で
記した摘録 ， 抄録等 をもって全文 に代えることは
できない， というのが本条の趣旨である。 諸種 の
事情によって学位論文 の全文 の印 刷公表 が困難な
こともあるが， その場合にも， 内容の主要部分を
印刷公表 することを義務づけるべきであると考え
た。 これは 本学における現行の取扱 いに従うもの




10. （第15条第l 項）現行規程には ，学位の授与
を取り消す事自の1つとして， 「その栄誉を汚す
行為があったとき」 が挙げられているが， これを
削除した。 改正後の学位規則 によれば， 学位は 課
程修了の要 件を満 たした者または それと同等 以上
の学力を有すると認められた者に授与されるので
あるから， 課程修 了を証明する意味をもつものと
解せ られ， したがって， 学位を栄誉とすることに
は 問題があると考えたからである。
11. （第15 条第2項）学位論文 の印刷公表 につ





本規程は 主として， 本学大学院 の全 学的機関お
よび各研究科の機関の改組と新設を規定するもの
である。 改組される主要な機関は 大学院 審議会と
各 研究科会議であり， 新設される主要 な機関は各
研究科長である。 なお， 規定を設けなかったが，
新たに設置されるべき機関として研究科長会議が





のみならず， 今回の規程改正は ， 「答 申」 を具
体 化することを目的とするものであるが， I Vこ述
（注2) 学位論文の印刷公表の形態につい ては， 各研
究科の見解および学会における動向等を考慮して，
今後さらに 検討することが 適当で あると 考えられ
る。
ベた事情により， 早急 に結論 を出すことをさし控
えた事項の中で， 「答 申」 の構想 の具体 化として








教員を充実するという 「答 申」 の趣旨から， 研究
科・部局閉または 部局相互間で行われるべき協議
および研究科の教員構成は ， 今回の改革 において
は 基礎的なものである。 とれらについては ， さき
に「大学院 の管理運営に関する規程作成について
の方針」 において， 各 部局に本委員会の基本的構
想 を示 したが， これに対 する部局の見解は 一様 で
は なく， かつ研究科への参加は ， 研究科， 部局の
実情により多様 性を認める趣旨から， 本規程に含
めなかった。 実施に際 しては ， 「答 申」の趣旨を
尊重しつつ， それぞれの研究科， 部局の実情に応
じて， 自主的に運用されるべきである。
現在， 研究科は 固有の教職員， 施設， および予
算を持たず， 人的・物的に主として学部に依存し
ている。 すなわち， 学部が研究科の中心となり，
関連する附置研究所等 が種 々の形態 でこれに協力
している。 今回の改革は， 新しい研究科の設置を
可 能にすること等 と並んで， 現状との連続性を保
ちながら大学院 を充実することを目的とするもの
である。 このことの実現のためには ， 現在の研究
科とそれに関係 し得る部局との聞に， 教職員， 施
設， 予算等 について従来よりも一回緊密 な協力が
必要 である。 このために， 現在の研究科と部局と
の聞で， 協議が充分に行われなければならない。






わち， 研究科（実質的には 専攻等 の場合もあるで
（注3) 「研究科・部局等相互間」とは， 研究科・部局
関， 部局相互間， また は研究科相互間を 意味する。
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あろう） は， その教育計画に基づいて， 教員の参加
を部局（あるいは教室等） に要 請することになる





ば， 研究科が これらの 教員について 総長に 上申
し， それらの教員は総長の辞令 によって大学院 の
教員となる。 辞令 の形式 は， 教授， 助教授および







従来， 講座 または部門等 が全体 として大学院 の
教育に参加するのが学部や 附置研究所における通








大学院 の組織は， その構造から， 研究科・部局等
相互間の協議を必要 とする。 なお， 以下2 . (3 ）お
よび（7）に述 べるように， 協議が順調に進まない場
合には， 大学院 審議会があっ旋等 の調整を行い得
ることとした。
2. 大学院 審議会（規程第 1 章）
大学院 審議会（以下IV . 2 においては審議会と





（注4 ) 大学院担当の委嘱期間等を含めて， 詳細は大
学院審議会において検討するこ と が望ましし、。
（注5) 現行のと おり， 大学に在職していない者にも






前提 となっているが， 新しい審議会は大学院 の制
度と巡営とを整備する必要 上， その発足が急 がれ
るので， 研究科長と審議員とが選出されるまでの
間， 経過措 置を講じることとする。 （経過措 置に
ついては本規程の附則 で定めた。 これについては
以下の 8 を参照）
(2 ) 所掌事項 （第2条第 1項 ）
審議会は， 評 議会事項であるものの事前審議を
含めて， 大学院 に関する事項 を審議する機関であ
る。




事前審議等 。 これには， 当然修士課程の併設
に関することが含まれる。
2) 大学院 に関する制規に関すること
大学院 に関する規程原案 の審議。 規程等 の









(3 ) あっ簸等 の調整について（第2条第2項 ）





ことが大学院 の発展 に寄与すると考 えられるなら





- 12ー 567 





(4) 構成について （第3 条）
審議会は， 第3 条第1項にあるとおり， 第l 号
から第5 号までの 審議員 に よって 構成される。
（注6)
































部長， 事務局長， 関係委員会の委員等） の審議会へ
の出席に関しては， 審議会におい て検討されるこ と
が望ましい 。
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の聞で協議を 行って， 構成に ついての 方針を 定
め， それにしたがって研究科の教授 のうちから研
究科会議に加わる者を指定するのが妥当である。
また， 研究科の助教授 または講師は， 当該研究
科会議が必要と認めれば， 研究科会議に加えるこ
とができるが， この場合 にも， 学位授 与の 議決
































3) 上の 2） によって指定された当該研究科
の教授 のうちから， 研究科会議に加わる者を
指定する。



























ので， その 内容が 充分理解され なければ ならな
い。 以下この会議について記述する。
( 1）構 /Jx
科研究科長に よって構成する。 なお， ’下＇l::郎
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長， 事務局長等 の出席 につい ては， 検討 すること
が望 ましい 。
(2 ） 議 長
議長は総長とする。
(3 ） 所掌事項
所掌事項 には， 次の事項 が考え ら れる。
1) 大学院全体 の問題（例 え ば 大学院 の 改
革 ， 機構の新 設等） の処理 につい て総長を補
佐 し， 必要 な場合は， 学内にお ける意見の調
整を行う 。
研究科の新 設はこのよう な問題の重要 な例
である。 この場合には， 研究科長会議が必要
な 手続を とり（例 え ば検討 機闘 を 設置 する
等） ， 学内にお ける 審議を促 進する役割 を果
たすのが適当である。 （この手続の詳細につ
い ては， 以下の 7 を参照）
2) 大学院 に関する評 議会事項 につい て， 総
長の諮問 に応じる。
3) 各研究科に関する構想お よび概算要 求事
項 等 を， 全 学的立 場から整理 する。
4) 日 常 的運営に関して， 研究科聞の連絡を
緊密 に行い ， また大学院全体 から見て必要 な
場合は， 研究科聞の不揃い を調整する。
(4) 委員 会等
必要 に応じて， 下部機構と して 専門委 員会 等
（研究科長以外の者を加え ることができる） を設
置 する。
7. 新研究科の設置 手続につい て
「答 申」 に述 べたよう に， 学問 の発展 に伴い ，
学部・学科に対 応しない新 たな研究科 ・ 専攻の設
置 を制度的に可 能とする方策 を講じてお かなけれ
ばならない 。 とくに新 しい研究科の設置 につい て
は， 研究者の要 望や 学界 の動 向 を考慮して， 研究
科長会議が， 学内の関係 者， 関係 機関等 と協力し
て， その推進 をはかるべきである。
新 しい 研究科は， その 規模 ・形態 が 多様 で あ
り， また設置 の発議も 種 4 の形 をとり得 るので，
提案 の審議手続も ， 細部につい ては多様 となるで
あろ う 。 しかし， い ずれの場合 にも ， 大綱 におい
ては次のよう な 審議過 程が 妥当と 考え られる。
（注15)
1) 提案 につい ては ， 部局 または研究科を通




3) 上の検討 による資料 ととも に， 大学院 審
議会へ提 出して審議する。
4) 評 議会にお い て最終 的に審議決定する。
以上は手続の骨子 を記述 したも のであって， 実
際 には この各段階 におい て， 専門 委 員会等 を 設
け， 学内の 関係 者と 協力して検討 する等 のこと
は， 当然 行われるべ きことである。 なお ， 概算要
求を行う ためには， 世話 をする部局を定めてお く
ことが必要 である。 （注16)
8 . 附 則
(1) （第1項） 施行日 は， 本規程案が 評 議会に
おい て可 決された日 と するのが 適当と 考え られ
る。
(2 ) （第2項） 本項 に挙 げられてい る現行の 2
規程は， その内容に相当するも のが， 本規程に含
まれてい るので， これを 廃止 する。
(3 ) （第3項） 次の第4項 ととも に経過措置 を
定めるも のである。 すなわち， 研究科長が（第11
条第6 号 の規定により） 研究科会議にお い て選出
されるまでの間， 関係 学部長が研究科長の職務を
行う こととし， これによって次項 と相まって早急
に大学院 審議会を発足 させ る。
(4) （第4項） 第3 条 第l 項 第5号 の 審議員が
（第11条第6 号 の規定により） 研究科会議におい
て選 出されるまでの間， 現審議員（研究科ご とに
2 名が現行の京都 大学大学院 審議会規程第3 条第
1項 第3号 の規定によって選出されてい る） が ，
その職務を行う こととする。
しかし， 現審議員の任期満 了 の際 は， 本規程に
よって審議員を選出すべ きである。
（付） 検討すべき事項一覧
以上の本説明 にお い て ， 随所で将来検 討される
べきも のとして要 望した事項 を， 参照の便宜 のた
めにまとめて再 録 すると次のよう になる。 なお ，
（注15) こ こ に述べる手続は， 附置研究所等を新設す
る場合 （京都大学評 議会内規第 1 条第 3 号の場合）
につい ての審議手続を定めた 評 議会の申合せ （昭和
47年 1 月 25日 ） と ほぼ同様の考えに基づ く ものであ
る。
（注16) 新しい研究科を設置するための審議手続 につ
い て， 大 学院審議会等におい て具体的に検討される
こ とが望ましい 。
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各 項目の末尾 の括弧 内は， 本文 中のその項目に関
する記 述のある箇所を示 す。
（在学年 限 に関すること）
{1) 修士および博士後期の両 課程の最 長在学年
限 を大学院審議 会におい て定めること。 ( II ,  
14, 2 ) ) 
（学位に関すること）
(2) 学位規則 の改正 （昭 和 49 年文 部省 令 第29
号。 第2条第2項別表 第1 ）によって新たに設け
られた 「 学術 博士」 の授与 の当否， 基準等につい
て， 大学院審議会等におい て検討 すること。 cm .
1 )  
(3 ）在学 5年未満 の者に博士の学位を授与 する
特 例の基 準を大学 院審議会におい て定めること。
( II ,  14, 1 ) ) 
(4) 学位審査 の方式 につい て， 大学院審議会等
におい て根本 的に検討 されること が望ましい 。 と
くに博 士の学 位論文 の調 査 委員と学 位授与 の議決
の資格 を教授 に限 定する規定につい て検討 するこ
と。 c m . 1 およびIV , 4, (2) C注13) ) 
( 5) 学 位論文 の印刷公表 の形態 につい ては， 各
研究科 の見解 および学会におけ る動 向 等を考慮 し
て， 今 後さらに検討 すること。 ( ill , 9 （注 2 ) ) 
（大学院担当に関すること）
(6) 大学院担当の形式 の詳細 は， 委蝋 期間等を
含めて， 大学院 審議会に おい て 検討 する こと。
( IV ,  1 C注4 ) ) 
（大学院審議会に関すること）
(7) 大学院審議会の構成に関 して， 第3 条第1
項第5 号ただし書 の運用 につい ては， 大学院審議
会におい て， その細則 を定めること。 (IV,  2, 
(4) （注 7 ) ) 
(8) 第3 条に挙げられた者以外の者， 例えば学
生部長， 事 務局 長， 関係 委員会の委員等の大学院
審 議会への出 席 につい て， 大学 院審議会におい て
検討 すること。 ( IV ,  2 , (4) C注 6 ) ) 
(9) 研究科 ・部局 等相 互間の協議およびあっ旋
の具体 的な手続 につい て， 大学 院審 議会におい て
定めること。 ( IV ,  2 , (7) （注 8 ) ) 
（研究科 長に関 すること）
UO) 研究科 長を人事院規則 17- 0 による管 理職
員とすること， およびその俸給 の特別調 整額 等に
関することを検討 すること。 ( IV ,  3 C注 9 ) ) 
（研究科 長会議に関すること）
山 学生部長， 事務局長等の研究科 長会議への
出 席 につい て検討 すること。 ( IV ,  6 ,  (1) ) 
（研究科 の新設に関すること）
回 新しい 研究科 を設置するための審議手続 に
つい て， 大学院 審議会等で具体 的に 検討 するこ
と。 （IV , 7 （注16) ) 
（その他）
(13) 通則 の各 条文 にその内容を示 す小見出 しを
付けて， 準用 の際 等の便 をはかることを， 今 後し
かるべ き機関におい て 検討 すること。 ( II ,  15) 
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